リュウツウ ケイザイ ダイガク ニオケル ダイガク スポーツ ノ シンコウ ニカンスル イチコウサツ by 西機 真
41流通経済大学における大学スポーツの振興に関する一考察
はじめに
文部科学省では，学生，指導者，研究者，施
設等の大学が持つスポーツ資源等が，社会に貢
献する人材の育成，経済活性化，地域貢献等の
点から大きな潜在力を有していると認識し，そ
のような潜在力を有する大学スポーツの振興に
向けた方策等について検討を行うことを目的と
して，2016年 4 月に，文部科学大臣の下に「大
学スポーツの振興に関する検討会議」を設置し
た。検討会議（全 5 回）では，大学トップ層へ
の理解の醸成や学生アスリートのデュアルキャ
リア支援，大学スポーツの地域貢献等の個別課
題について議論を行った。
日本の大学スポーツを取り巻く環境は，諸外
国のような大学スポーツ先進国と比較して，そ
の潜在力を十分に生かしきれるものとはなって
おらず，早急に課題を整理し，対応する必要が
あることが設置の背景にある。我が国の大学に
おける運動部活動の現状は，各大学で学内の体
育会組織への関与の在り方が異なる上に，学校
横断的かつ競技横断的な組織である「公益財団
法人全国高等学校体育連盟」と異なり，各学生
連盟が競技種目別に設立されており，運動部活
動全体での一体性を有していない。一方，大学
スポーツ先進国のアメリカでは，NCAA（全
米大学体育協会：National Collegiate Athletic 
Association）という大学横断的かつ競技横断
的統括組織が存在し，大学スポーツ全体の発展
を支えている。そこで検討会議では，大学横断
的かつ競技横断的統括組織（日本版NCAA）
について検討するタスクフォース（全 6 回）が
設置され，その理念や役割等についても検討が
なされ，その結論を踏まえて，2017年 3 月に
「最終とりまとめ」を策定した。1 ）
「最終とりまとめ」では，大学スポーツの振
興に向けた基本的考え方（方針）として，大学
スポーツ振興の意義と大学スポーツ資源の潜在
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力を発揮するための方向性について，そして日
本版NCAAの在り方（理念，役割等）につい
て示されている。
さらに，以下の 7 つの個別テーマの目標・達
成に向けた取組についても示された。
（1）大学トップ層の理解の醸成
（2） スポーツマネジメント人材育成・部局の
設置
（3） 大学スポーツ振興のための資金調達力の
向上
（4） スポーツ教育・研究の充実や小学校・中
学校・高等学校等への学生派遣
（5）学生アスリートのデュアルキャリア支援
（6）スポーツボランティアの育成
（7） 大学のスポーツ資源を活用した地域貢
献・地域活性化
その後スポーツ庁は，大学におけるスポーツ
分野を一体的に統括する部局の設置を促進する
ため，専門人材の育成や先進的モデル事業を展
開することを目的に，2017年 6 月に大学スポー
ツの活性化に全学的に取り組む事業提案の募集
を行い，次の 8 大学を選定した。
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表 1 　平成29年度大学スポーツ振興の推進事業選定大学一覧
スポーツ庁ウェブサイトより
流通経済大学も事業に応募はしたものの，採
択されるには至らなかった。今後，日本版
NCAAの設置に向けて，各大学のスポーツ振
興が加速化していく中，遅れをとらないために
も，現状を把握した上で，積極的にスポーツ活
動を支援してきた趣旨を再認識して，単なる大
学スポーツの振興だけでなく，大学経営にス
ポーツを活かすためには全学的な改革が必要で
ある。
そこで本稿では，「最終とりまとめ」に示さ
れた方針と個別テーマから，流通経済大学にお
ける大学スポーツの現状分析を行い，その振興
に向けた課題や必要な取組について考察を行い，
具体的な方向性を提案することを目的とする。
大学スポーツの振興に向けた基本的考え方
「最終とりまとめ」では，大学スポーツ振興
の意義として，2011年に制定されたスポーツ基
本法において，スポーツは，国民生活において
多面にわたる役割を果たすものとされているこ
とや，2012年に制定されたスポーツ基本計画に
おいても，スポーツを通じた社会の発展を支え
る存在として，地域スポーツと企業・大学等と
の連携が重要であるとし，公共的役割を担う存
在としての大学スポーツの可能性を指摘してい
る。
本学の所在地である龍ケ崎市では，2007年 4
月に「スポーツ健康都市宣言」を行い，2009年
12月にその具体化に向けたマスタープランとし
て「龍ケ崎市スポーツ振興基本計画（計画期
間:2010年度～2017年度）」を策定した。2 ）（2014
年度から2017年度までの 4 年間を後期基本計画
から，スポーツ基本法の趣旨を踏まえ，名称を
「龍ケ崎市スポーツ推進計画」に改めている。）
その計画では， 5 つの基本施策のひとつとして
「流通経済大学と連携したスポーツ施策の総合
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的推進（龍・流連携の活用）」が掲げられ，そ
の他の全ての施策においても，流通経済大学と
の何らかの連携について具体的に示されている。
また，龍ケ崎市と流通経済大学では，大学の
知的資源を活用した特色あるまちづくりを目指
して，2004年 2 月に協定を結び，教育・文化，
スポーツ，産業，人づくり・まちづくりの分野
において相互に協力し，龍・流連携として様々
な取り組みを行っている。2010年11月には，流
通経済大学のスポーツ資源を基盤として設立さ
れた「NPO法人クラブ・ドラゴンズ」が，総
合型地域スポーツクラブとして活動をスタート
し，現在も幅広い年代を対象に様々な運動・ス
ポーツ教室等が展開している。
現在は，2018年度以降に向けた「龍ケ崎市第
2 次スポーツ推進計画」の策定作業が進められ
ており，2017年11月に公表された「龍ケ崎市第
2 次スポーツ推進計画（案）」では，次のよう
に計画の体系図が示されている。3 ）
その計画（案）では，流通経済大学と連携し
た施策の方向性や取組について，それぞれ具体
的に次の通り示されている。
政策 1 　スポーツ・運動を通じた健康づくり
施策 1 　 高齢者をはじめ誰もがスポーツに
親しむ機会の充実
⇒ 流通経済大学の指導による健康ウォーキン
グ講座
施策 2 　 スポーツ団体活動の活性化
⇒ 総合型地域スポーツクラブの自立的運営と
質的充実を促進する。
施策 3 　 障がい者スポーツの環境整備
⇒具体的な記述なし
政策 2 　子どものスポーツ活動の充実
施策 1 　 子どもの体力づくりの推進
⇒具体的な記述なし
施策 2 　 運動部活動の活性化
⇒ 流通経済大学のボランティア学生派遣事業
など，外部指導者の活用
施策 3 　 地域の連携による子どものスポー
ツ活動の充実
⇒ 流通経済大学生による体育授業サポート等
を促進して，児童生徒の体力技能向上
⇒ 流通経済大学との連携により，児童生徒の
多様なスポーツ活動を支援
政策 3 　 競技スポーツの推進とスポーツを通
じた地域活性化
施策 1 　 スポーツ指導者・トップアスリー
トの育成
⇒ 流通経済大学，スポーツ関係団体が連携を
図りトップアスリートの育成
施策 2 　 スポーツによる交流人口の増加
⇒ 流通経済大学と連携しながらラグビーワー
ルドカップ2019及び東京オリンピック・パ
ラリンピックに係る各国代表チームの事前
基本理念 政　　策 施　　策
①スポーツ・運動を通じた健康づくり
①高齢者をはじめ誰もがスポーツに
　親しむ機会の充実
②スポーツ団体活動の活性化
③障がい者スポーツの環境整備
①子どもの体力づくりの推進
②運動部活動の活性化
③地域の連携による子どものスポーツ
　活動の充実
①スポーツ指導者・トップアスリート
　の育成
②スポーツによる交流人口の増加
③流通経済大学運動部との連携
①スポーツ施設の充実と有効活用
②スポーツボランティア活動の普及啓発
③スポーツに関する情報提供の充実
②子どものスポーツ活動の充実
③競技スポーツの推進とスポーツを通じた
　地域活性化
④スポーツ環境の充実
?????????????????????
???????????????????????
図 1 　龍ケ崎市第 2 次スポーツ推進計画（案）体系図
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合宿練習場の招致活動を推進
施策 3 　 流通経済大学運動部との連携
⇒ 流通経済大学運動部の情報発信をして応援
する市民の機運を醸成
⇒ 市民参加による運動部応援ツアーなど，流
通経済大学運動部をバックアップ
⇒ 流通経済大学の競技力・指導力を生かし，
市民参加イベントや体験教室の充実
政策 4 　スポーツ環境の充実
施策 1 　スポーツ施設の充実と有効活用
⇒具体的な記述なし
施策 2 　 スポーツボランティア活動の普及
啓発
⇒ 流通経済大学と連携を図り，スポーツボラ
ンティア活動を促進
施策 3 　 スポーツに関する情報提供の充実
啓発
⇒具体的な記述なし
「障がい者スポーツの環境整備」，「子どもの
体力づくりの推進」，「スポーツ施設の充実と有
効活用」，「スポーツに関する情報提供の充実」
といった施策においては，流通経済大学との連
携について具体的な記述はないが，大学が所有
する資源やこれまでの実績を考えると，具体的
な取組を検討できる可能性を有している。
これらの計画の推進体制において，流通経済
大学は，「まちづくりの大切なパートナー」と
して中心に位置付けられ，公共的役割を担う存
在としての大学スポーツの可能性が大いに期待
されている。
さらに，地域（ローカル）においても国際
（グローバル）化が進み，ダイバーシティやイ
ンクルージョンといったテーマが重要視される
社会の中で，大学スポーツの振興を通して地域
のスポーツ活性を目指すだけに止まらず，共生
社会の実現に向けて，「障がい者スポーツ」を
はじめ，「男女共同参画」，「国際交流・貢献」
といった分野にも積極的に取り組む必要がある。
「最終とりまとめ」においても，「大学におけ
るスポーツの振興は，大学のスポーツ施設の地
域住民への開放や総合型地域スポーツクラブの
運営を通じて，大学の枠内にとどまらず，広く
国民の健康増進に資するとともに，地域・社会
の活性化の起爆剤となりうるものである。また，
障害者スポーツの振興や男女共同参画等を通じ
て共生社会の実現に寄与するとともに，国際交
流の推進やスポーツ文化の振興により人間性を
涵養し社会を形成する人材の育成に貢献する可
能性がある。」とその重要性を示している。
さらに，大学スポーツ資源の潜在力を発揮す
るための方向性として，大学においてスポーツ
を学び，オリンピック・パラリンピック・ムー
ブメントにおいても重視されるスポーツの価値
や高潔性（インテグリティ）といった，スポー
ツの社会的効用を理解する次世代のリーダーや
グローカル人材を養成していくことは，大学ス
ポーツの可能性を更に高めることへと繋がるこ
とについても言及している。
そこで，流通経済大学では，少子・高齢化を
迎えた我が国の状況を踏まえ，健康や福祉の増
進により心ゆたかな生活を創造することが求め
られる中で，体育・スポーツを通じて健康的な
人や社会づくりに貢献し得る人材の育成が急務
と考え，「スポーツの競技力向上，青少年から
高齢者にいたる健康の維持・増進活動，学校教
育や社会教育の推進に寄与できる人材の養成」
を目的とする「スポーツ健康科学部スポーツ健
康科学科」を，2006年 4 月に開設した。
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また2010年には，スポーツ健康科学部を基礎
として，生涯スポーツ及び競技スポーツの推進
に貢献できる高度の専門知識・技能を有する人
材，とくに地域（地域社会，コミュニティ）に
おけるスポーツプロモーションリーダーの養成
を目指し，「大学院スポーツ健康科学研究科 ス
ポーツ科学専攻（修士課程）」を設置した。
一方で，グローバル化の進展やコミュニケー
ションスキルの欠如した児童・生徒の増加，地
域スポーツの発展等といった課題に対して，社
会的な要請に応じられる人材を輩出すること
が困難になりつつある現状があった。そこで，
「スポーツ実践の場がグローバル人材の育成と
コミュニケーション能力の向上が期待できる優
れた場であると解釈し，そのための方法論を学
問的に考究・体系化しながら，その成果を教育
実践に応用することを通じて，スポーツをす
る・みる・ささえる人材のみでなく，広く社会
一般において有為な指導的人材を育成・輩出す
ること」を目指す「スポーツ健康科学部スポー
ツコミュニケーション学科」を2017年から新た
に設置することとした。
大学スポーツの振興における課題と必
要な取組・具体的な方向性について
次に，「最終とりまとめ」で示されている，
大学スポーツの振興における 7 つのテーマにつ
いて，流通経済大学の大学スポーツの現状や必
要な取組・方向性について検討していく。
（1）大学トップ層の理解の醸成
検討会議では，日本の大学スポーツの持つ価
値を大学トップ層が十分に認識していないこと
が問題であると指摘している。しかし流通経済
大学では，サッカー部，ラグビー部，硬式野球
部，剣道部，柔道部，駅伝部，アメリカンフッ
トボール部の 7 つの運動部活動をスポーツ重点
部として指定し，陸上部，新体操部，トライア
スロン部，女子サッカー部など重点部以外に対
しても，優秀なスポーツ指導者の採用や体育・
スポーツ施設の整備などを行い，大学スポーツ
の発展に力を注いできた。
しかしながら，ワールドカップやユニバーシ
アードなどの国際大会，国内の大学選手権や国
民体育大会など，学生アスリートが出場する大
会のブランド力向上については，十分な認識と
関心を有しているとは必ずしも言えない。また，
週末に行われる試合や代表に選出された学生の
告知など，学生や教職員，OB・OG，保護者が
一体となって大学として応援する機運醸成に繋
がる広報活動が十分に行われているとは言い難
い。先述の龍ケ崎市スポーツ推進計画において
も，地域住民の関心を高め，応援・サポートに
向けた機運の醸成を図る「スポーツに関する情
報提供の充実」は課題である。
（2）スポーツマネジメント人材育成・部局
の設置
近年，学生アスリートの管理やスポーツを通
じた大学ブランド力の向上の機能を担う部局
（アスレチックデパートメント）を設置する大
学が増え始めており，スポーツ分野を一体的に
統括する部局の必要性が高まっている。
流通経済大学においてスポーツを主に扱う部
局として，スポーツを教育・研究する「スポー
ツ健康科学部」と「大学院スポーツ健康科学研
究科」，学生の保健体育と課外体育に関する業
務を行う「体育指導センター」，スポーツ健康
施設の運営・管理と学生・教職員の健康増進に
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関する業務を行う「スポーツ健康センター」が
ある。しかしながら，これらを全学的，一体的
にマネジメントする部局は存在していない。今
後はこれらの機能を活かすためにも，スポーツ
分野を一体的に統括する部局を設置し，大学の
持つスポーツ資源をより有効に活用して，大学
スポーツの可能性を高める取組を全学的に実施
できる体制を築く必要があろう。
そうした部局が有効に機能していくには，専
門的な人材，いわゆる大学スポーツディレク
ターやアドミニストレーターの配置が重要に
なってくる。スポーツ庁・経済産業省による
「スポーツ未来開拓会議」の中間報告では「ス
ポーツ人材の育成・活用」を 1 つの柱として挙
げ，「スポーツビジネスを推進する上で，マー
ケティング活動はもとより，ガバナンスの向上，
スタジアム等の施設運営，興行等で必要となる
様々な専門性や国際的な視野のある人材，また，
それらを総合的にマネジメントする経営人材が
各団体等に圧倒的に不足している」と指摘して
いる。4 ）
また，検討会議では，大学の研究分野におけ
るユニバーシティ・リサーチ・アドミニスト
レーター（URA）を例に挙げ，スポーツ分野
でも同様に，教育，研究，課外活動及び社会貢
献を含め学内のスポーツ活動に一定の知識・経
験を有しつつ，大学スポーツの事業開拓とブラ
ンド力の向上を推進する能力を有する者の配置
を提案している。大学の教員や運動部の指導者
とともに，プロジェクトの企画立案，資金の調
達・管理，知的財産の管理・活用などの支援業
務を専門的に行い，大学スポーツの活動を効果
的・効率的に進めていくことができる人材が必
要である。また，大学やスポーツ施設の運営方
法や収益モデルも理解しながら，総務部，経理
部，教務部，学生部，さらには教育学習支援セ
ンター，国際交流センター，就職支援センター，
入試センター，総合情報センター，図書館など
の部局と連携して，大学スポーツを活かした大
学経営につなげることが重要である。
（3）大学スポーツ振興のための資金調達力
の向上
アメリカのNCAA（National Collegiate Athl-
etic Association: 全米大学スポーツ協会）は，
アメリカの 4 大プロリーグ（NFL（National 
FootballLeague），NBA（National Basketball 
Association），MLB（Major LeagueBaseball），
NHL（National Hockey League））に対して 3
割程度の市場を有しており，その収入（平成27
年）は年間約1,000億円にも上り，大学スポー
ツ全体での収入は年間約8,000億円とも言われ
る。
大学スポーツにおいて「する」「みる」「ささ
える」の好循環を形成できれば，大学スポーツ
が収益をもたらす潜在力を有していることは，
スポーツマーケティングの視点からも間違いな
い。また，統一されたブランディングやグッズ
販売，広報活動など，民間企業と連携した大学
スポーツのビジネス化，産業化の波は確実に訪
れている。
流通経済大学においては，現役学生や卒業生
が複数の競技種目でオリンピックへの出場を果
たし，何度か大学日本一になっているサッカー
部は近年では最も多くの J リーグ選手を輩出し
ており 5 ），ラグビー部や野球部も全国大会での
上位進出を果たすなど，「する」スポーツの充
実度がうかがえる。しかし，「みる」という点
では，サッカー部とラグビー部が，地元龍ケ崎
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表
2
　
米
国
・
日
本
・
英
国
に
お
け
る
大
学
ス
ポ
ー
ツ
の
現
状
比
較
米
国
日
本
英
国
統
括
組
織
収
入
N
C
A
A
（
全
米
体
育
協
会
）
　
全
米
の
大
学
約
23
00
校
中
約
12
00
校
が
加
盟
。
ル
ー
ズ
ベ
ル
ト
大
統
領
か
ら
の
大
学
ス
ポ
ー
ツ
改
革
の
要
請
を
元
に
発
足
（
IA
A
U
S）
。
競
技
規
則
の
管
理
だ
け
で
な
く
，
大
学
の
ス
ポ
ー
ツ
ク
ラ
ブ
間
の
連
絡
調
整
，
管
理
な
ど
，
さ
ま
ざ
ま
な
運
営
支
援
な
ど
を
行
う
。
N
C
A
A
と
し
て
の
収
入
は
約
10
00
億
円
/年
（
20
14
）
　
規
程
に
則
り
，
各
カ
ン
フ
ァ
レ
ン
ス
経
由
で
各
大
学
に
配
分
さ
れ
る
。
カ
ン
フ
ァ
レ
ン
ス
で
の
ビ
ジ
ネ
ス
も
あ
り
，
産
業
と
し
て
成
立
し
て
い
る
。
大
学
ス
ポ
ー
ツ
全
体
の
収
入
は
約
80
00
億
円
/年
（
20
10
）
程
度
と
推
測
。
N
C
A
A
に
相
当
す
る
組
織
は
無
い
　
大
学
教
育
に
お
け
る
体
育
に
関
す
る
研
究
調
査
を
行
い
，
会
員
相
互
の
体
育
活
動
の
評
価
と
表
彰
を
行
い
，
も
っ
て
大
学
教
育
の
発
展
に
寄
与
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
た
（
公
社
）
全
国
大
学
体
育
連
合
（
国
内
の
大
学
80
0校
中
約
30
0校
弱
が
加
盟
）
は
あ
る
。
　
種
目
ご
と
の
「
学
連
」
組
織
と
な
っ
て
い
る
。
B
U
C
S
（
英
国
大
学
等
ス
ポ
ー
ツ
有
限
責
任
保
証
会
社
）
　
全
英
で
学
位
授
与
を
許
可
さ
れ
て
い
る
大
学
約
16
2校
の
う
ち
14
0校
が
加
盟
，
そ
の
他
の
学
術
機
関
を
合
わ
せ
る
と
加
盟
団
体
は
約
17
0校
，
20
08
年
，
大
学
間
の
競
技
大
会
運
営
組
織
（
B
U
SA
）
と
，
各
大
学
で
ス
ポ
ー
ツ
運
営
を
担
当
す
る
ス
タ
ッ
フ
の
統
括
団
体
（
U
C
S）
が
統
合
さ
れ
た
も
の
。
ス
ポ
ー
ツ
を
通
じ
た
高
等
教
育
機
関
の
質
の
向
上
を
目
的
と
し
て
，
大
学
間
対
抗
競
技
大
会
を
運
営
し
，
50
以
上
の
競
技
で
約
4，
80
0チ
ー
ム
・
10
万
人
の
学
生
が
参
加
し
て
い
る
。
　「
有
限
責
任
保
証
会
社
」
と
い
う
法
人
格
の
非
営
利
の
団
体
，
政
府
機
関
に
よ
り
公
益
性
を
認
め
ら
れ
た
登
録
チ
ャ
リ
テ
ィ
団
体
で
も
あ
り
，
税
制
優
遇
を
受
け
て
い
る
。
　
20
14
/1
5年
度
の
収
入
は
約
6.
9億
円
，
会
員
費
や
大
会
エ
ン
ト
リ
ー
料
，
助
成
金
で
得
た
収
入
を
，
ほ
ぼ
そ
の
ま
ま
人
件
費
や
大
会
運
営
，
海
外
遠
征
の
帯
同
な
ど
に
充
て
て
い
る
（
約
5.
2億
円
）。
学
内
組
織
収
入
A
th
le
tic
 D
ep
ar
tm
en
t（
体
育
局
）
　
各
大
学
の
ス
ポ
ー
ツ
は
各
大
学
の
体
育
局
が
取
り
ま
と
め
て
い
る
。
基
本
的
に
大
学
と
は
別
会
計
の
独
立
採
算
組
織
で
あ
り
，
大
学
の
ス
ポ
ー
ツ
施
設
の
建
設
や
維
持
管
理
も
含
め
，
自
ら
が
稼
ぎ
，
自
ら
が
使
う
。
　
ア
メ
リ
カ
の
ス
ポ
ー
ツ
組
織
は
，「
Sp
or
ts
 O
pe
ra
ti
on
」
と
「
B
us
in
es
s 
A
dm
in
is
tr
at
io
n」
に
組
織
が
分
か
れ
て
お
り
，
ス
ポ
ー
ツ
ビ
ジ
ネ
ス
の
専
門
家
が
，
種
目
や
プ
ロ
・
ア
マ
の
枠
を
超
え
て
関
わ
っ
て
い
る
。
　1
00
億
円
/年
以
上
の
予
算
を
持
つ
大
学
も
何
校
か
あ
り
，
下
位
カ
ン
フ
ァ
レ
ン
ス
（
N
C
A
A
II）
の
中
央
値
で
も
約
5
億
円
/年
（
20
12
）
あ
る
。
体
育
会
　
各
大
学
に
よ
っ
て
構
造
や
呼
び
名
は
異
な
る
が
，
共
通
し
て
い
る
の
は
「
課
外
活
動
」
と
し
て
考
え
ら
れ
て
お
り
，
大
学
側
の
関
与
度
は
低
い
。
　
学
生
中
心
の
運
営
に
な
っ
て
い
る
結
果
，「
Sp
or
ts
 O
pe
ra
ti
on
」
の
機
能
に
と
ど
ま
り
，
ス
ポ
ー
ツ
ビ
ジ
ネ
ス
の
専
門
家
は
ほ
と
ん
ど
携
わ
っ
て
い
な
い
。
U
ni
ve
rs
ity
 S
po
rt
　
各
大
学
に
よ
っ
て
規
模
や
呼
び
名
は
異
な
る
が
，
大
学
組
織
の
一
部
と
し
て
ス
ポ
ー
ツ
運
営
を
担
当
す
る
部
署
が
設
置
さ
れ
て
い
る
。
キ
ャ
ン
パ
ス
内
の
ス
ポ
ー
ツ
施
設
を
活
用
し
，
部
活
レ
ベ
ル
は
も
と
よ
り
，
草
の
根
レ
ベ
ル
ス
ポ
ー
ツ
や
健
康
の
た
め
の
エ
ク
サ
サ
イ
ズ
の
機
会
を
創
出
，
学
校
に
よ
っ
て
は
学
生
以
外
（
職
員
や
地
元
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
等
）
の
参
加
者
も
受
け
入
れ
て
い
る
。
ス
ポ
ー
ツ
運
営
の
た
め
の
専
任
ス
タ
ッ
フ
が
従
事
し
て
お
り
，
教
員
と
は
区
別
さ
れ
て
い
る
。
　
プ
ロ
チ
ー
ム
の
ユ
ー
ス
と
の
交
流
試
合
や
国
際
競
技
大
会
前
の
関
連
イ
ベ
ン
ト
誘
致
な
ど
，
ス
ポ
ー
ツ
に
関
す
る
企
画
運
営
を
当
該
部
署
が
行
っ
て
い
る
。
施
設
ア
リ
ー
ナ
ま
た
は
体
育
館
兼
用
ア
リ
ー
ナ
　
上
位
の
大
学
は
プ
ロ
ス
ポ
ー
ツ
を
し
の
ぐ
ア
リ
ー
ナ
や
ス
タ
ジ
ア
ム
を
所
有
し
て
い
る
。
も
ち
ろ
ん
，
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
施
設
も
，
一
流
の
設
備
を
備
え
て
い
る
。
一
方
で
，
下
位
カ
ン
フ
ァ
レ
ン
ス
で
も
，
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
施
設
と
ア
リ
ー
ナ
を
兼
用
で
き
る
「
体
育
館
兼
用
ア
リ
ー
ナ
」
を
備
え
て
い
る
。
観
客
席
の
無
い
体
育
館
　
観
客
席
も
な
く
，「
仲
間
を
応
援
す
る
」
と
い
う
機
会
も
無
く
，
カ
レ
ッ
ジ
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
が
育
ち
づ
ら
い
。
顧
客
が
不
安
定
。
観
客
席
の
あ
る
体
育
館
　
国
際
基
準
の
フ
ィ
ー
ル
ド
や
ス
タ
ジ
ア
ム
を
構
え
て
い
る
大
学
も
あ
り
，
国
際
レ
ベ
ル
の
競
技
会
な
ど
有
料
で
観
戦
す
る
イ
ベ
ン
ト
を
開
催
す
る
ケ
ー
ス
も
あ
る
が
非
常
に
稀
。
一
般
的
な
大
学
の
体
育
館
や
競
技
場
は
，
簡
易
な
観
客
席
や
立
ち
見
用
の
ス
ペ
ー
ス
が
確
保
さ
れ
て
い
る
に
留
ま
る
。
　
た
だ
し
，
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
な
ど
を
は
じ
め
ス
ポ
ー
ツ
施
設
が
原
則
「
視
察
」「
観
客
」
が
想
定
さ
れ
た
構
造
に
な
っ
て
お
り
，
フ
ェ
ン
ス
が
低
い
・
壁
が
ガ
ラ
ス
張
り
・
俯
瞰
で
見
渡
せ
る
ス
ポ
ッ
ト
な
ど
が
見
ら
れ
る
。
ブ
ラ
ン
ド
大
学
ブ
ラ
ン
ド
（
カ
レ
ッ
ジ
ア
イ
デ
ン
テ
テ
ィ
）
　
種
目
は
違
っ
て
も
，
共
通
の
ロ
ゴ
，
チ
ー
ム
カ
ラ
ー
，
ニ
ッ
ク
ネ
ー
ム
を
使
用
す
る
こ
と
で
，
カ
レ
ッ
ジ
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
全
体
を
タ
ー
ゲ
ッ
ト
に
し
て
い
る
。
部
ご
と
に
違
う
ブ
ラ
ン
ド
　
大
学
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
と
言
う
考
え
方
が
な
い
の
で
，「
部
」
と
し
て
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
に
な
っ
て
い
る
。
ビ
ジ
ュ
ア
ル
ア
イ
デ
ン
テ
ィ
テ
ィ
　
米
国
と
同
様
に
大
学
共
通
の
ロ
ゴ
や
ユ
ニ
フ
ォ
ー
ム
を
活
用
す
る
こ
と
で
一
体
感
を
生
み
出
し
て
い
る
。
B
U
C
Sで
は
ku
kr
iと
契
約
し
て
い
る
が
，
大
学
に
よ
っ
て
は
独
自
ブ
ラ
ン
ド
と
提
携
し
て
い
る
こ
と
も
あ
る
。
た
だ
し
，
多
額
の
競
技
に
参
加
し
て
い
る
学
校
は
，
ウ
ェ
ア
の
扱
い
が
幅
広
い
と
い
う
理
由
か
ら
ku
kr
iを
使
っ
て
い
る
ケ
ー
ス
が
多
い
。
誰
で
も
購
入
が
可
能
で
あ
る
。
　
ネ
ッ
ト
ボ
ー
ル
や
バ
ト
ミ
ン
ト
ン
な
ど
，
プ
ロ
リ
ー
グ
を
新
た
に
立
ち
上
げ
た
ス
ポ
ー
ツ
は
，
大
学
の
施
設
を
練
習
拠
点
と
し
て
い
る
場
合
が
多
い
，
こ
れ
ら
の
プ
ロ
チ
ー
ム
の
ロ
ゴ
は
，
必
ず
し
も
大
学
と
同
一
で
は
な
い
が
，
色
味
や
見
た
目
に
統
一
感
が
あ
り
，
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
と
し
て
の
一
体
感
が
あ
る
。
試
合
制
度
ホ
ー
ム
＆
ア
ウ
ェ
イ
開
催
　
陸
上
競
技
な
ど
を
除
き
，
対
戦
競
技
は
ホ
ー
ム
＆
ア
ウ
ェ
イ
を
基
本
と
し
て
行
う
こ
と
で
，
顧
客
の
安
定
化
と
収
入
の
増
加
を
図
っ
て
い
る
。
「
セ
ン
ト
ラ
ル
開
催
」
　「
見
る
」「
見
せ
る
」
と
い
う
考
え
が
な
い
の
で
，
最
も
運
営
が
楽
な
方
式
を
選
択
し
や
す
い
。
顧
客
が
不
安
定
。
ホ
ー
ム
＆
ア
ウ
ェ
イ
開
催
　
米
国
に
似
て
い
る
が
，
年
間
ポ
イ
ン
ト
を
競
う
上
で
フ
ェ
ア
に
な
る
よ
う
配
慮
さ
れ
た
も
の
。
シ
ー
ズ
ン
終
盤
開
催
さ
れ
る
決
勝
戦
の
開
催
地
は
，
立
候
補
大
学
か
ら
選
出
さ
れ
る
。
シ
ー
ズ
ン
中
は
毎
週
水
曜
日
に
試
合
が
開
催
さ
れ
る
た
め
，
原
則
と
し
て
B
U
C
S加
盟
大
学
で
水
曜
午
後
に
授
業
は
実
施
さ
れ
な
い
。
（
電
通
作
成
表
を
も
と
に
，
JS
C
に
て
英
国
部
分
を
加
筆
）　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
ス
ポ
ー
ツ
庁
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
よ
り
48
市「たつのこフィールド」を使用してホーム
ゲームを開催しているものの，競技場へのアク
セス，試合日程の情報提供，応援グッズやイベ
ントの企画など，改善すべき課題は多い。また，
「ささえる」という点においては，重点部の指
導者や学生スタッフは充実しているものの，一
般学生やOBOG，地元住民のボランティアなど
が一体となってささえるという状況にはほど遠
い。
このように，流通経済大学には好循環を形成
する要素として多くのスポーツ資源を有し，現
行制度においてもスポーツを通じて様々な収益
活動に取り組むことが可能である。ただ，ス
ポーツイベントやスポーツマーケティング分野
の民間事業者と協働してイベントの企画運営を
行ったり，新聞社と協働して記事を作成したり
しているものの，大学関連商品の作成・販売や
観客収容施設の整備，地域住民に対する開放事
業など施設利用による収益を生み出す取組は行
われていない。
スポーツ庁の推進事業に選定された早稲田大
学では，2016年 3 月に㈱アシックスと 5 年間の
包括契約を締結した。2002年に㈱アディダス
ジャパンと協定を締結し大学スポーツ界では初
の試みで注目を集めた当時の提携内容は，ス
ポーツ振興，学術研究，ブランドビジネスの 3
本柱が掲げられた。しかし，実態はスポーツ推
薦の枠を広げ，全国から優秀な選手を集めるな
ど本格的な強化が目を引いたが，競技偏重には
学内で批判も根強かったという。今回の提携の
3 本柱は研究開発，人材交流，社会貢献活動
と，教育的な意義を強調する。2014年から取り
組む「早稲田アスリートプログラム（WAP）」
との連携を通じて，学習支援だけでなく，東日
本大震災の被災地である東北に学生を派遣して
スポーツ教室を開催する復興支援や海外の提携
校との交流など幅広い事業が盛り込まれており，
アシックスの協賛金は，これらの活動にも充て
られる。6 ）2017年11月には，同じく推進事業に
選定されている立命館大学もアシックスと包括
連携交流協定を締結した。7 ）
一方筑波大学では，2016年に米国のスポーツ
アパレルブランドであるアンダーアーマーを日
本で展開する㈱ドームと包括的パートナーシッ
プ協定を結んだ。ユニホームなどの商品提供を
受け，ライセンス商品の開発・販売や米国の大
学との連携などを中心としたマーケティングを
展開，さらに2017年 8 月にはドームの代表取締
役を客員教授として招聘して，アスレチックデ
パートメント準備室を設置した。なお，現在
ドームは，関東学院大学，近畿大学ともパート
ナーシップ契約を締結している。8 ）
さらに2017年12月には，日本体育大学が㈱コ
ナミスポーツと，トップアスリートによる全国
各地のイベントの実施，健康増進に資する新た
なプログラムや商品の共同開発，健康運動教室
や健康経営セミナー等の健康増進プログラムの
提供，といった事業の実施に向けた包括的な事
業協力を進める協定を結んだ。9 ）
また，青山学院大学は，渋谷区および㈱日
立製作所との産官学連携の取組を進めてお
り，2016年 9 月に開幕した b リーグのプロバ
スケットチーム「日立サンロッカーズ東京・渋
谷」が大学体育館をホームアリーナとして使用
している。10）
「最終とりまとめ」においても，「大学スポー
ツ施設の充実にあたっては，施設利用による収
益も期待できることから大学において自己資金
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や民間資金等の多様な財源の活用による財政面
での創意工夫や民間事業者のノウハウを活用す
ることなどが考えられる。
さらに，大学スポーツ施設と外部パブリック
スペースを連鎖させて収益施設を併設・活用し
キャンパスの価値を一層高めていくことも可能
である。これらの取組が一層進むよう，政府は
大学経営層への積極的な情報提供等の支援を行
う必要があるほか，大学においても，ソフトと
ハード両方の学内資源を管理・運営し，その収
益を教育研究や社会貢献に循環させるシステム
を構築する必要がある。この点においても，大
学スポーツ・アドミニストレーターが果たす役
割があると考えられる。」と大学スポーツ施設
の有効活用とアドミニストレーターの役割が重
要であるとしている。
しかし一方で，米国のNCAAにおいても，
監督・コーチ報酬の増大など莫大な運営費に
よって，収入や寄付金が増えてもスポーツの強
化に回され，独立採算制でできているわけでは
なく，ほとんどの大学が一般学生の授業料など
から補填する収益構造に陥っている。それで
も，直接的な経済的利益を得られなくとも，志
願者増加などを期待して競争が過熱する中，高
校生の勧誘やプロ選手代理人契約での不適切な
便宜供与や利益相反，不正な入試や単位制度に
よる学業軽視の問題などが根強く指摘されてい
る。11）
また検討会議では，大学スポーツの振興とと
もにビジネス化，産業化が進むと，部活動に携
わる学生・保護者に対してはもとより，社会に
対しても，収入とその使途についてしっかりと
説明できるよう，会計の透明性の向上を図って
いくことが重要であり，大学の部活動の管理体
制の明確化と会計等の透明性の確保について，
「運動部を含めた大学の部活動は，学生を中心
とした自主的・自律的な運営が多く，その会計
については，大学が，部活動を行う団体への公
認や，助成等を通じて収支等の状況を把握して
いる場合もあるが，透明性の確保については各
団体に委ねられている部分も大きい。
なお，大学の体育会を法人化している大学も
あり，そのような仕組みも参考にしつつ，ス
ポーツ関係分野を一体的に統括する部局が中心
となって，部活動の会計の透明化や運営の在り
方について検討を行い，社会への説明責任を積
極的に果たしていくよう，大学として各団体に
促していくことも有効と考えられる。」と指摘
している。
例えば，2016年 8 月に一般社団法人を設立し
た京都大学アメリカンフットボール部では，大
学が社員として参画し，財務・経理・指導者
（監督・GM・コーチ等）人事の透明化を図り， 
活動資金・寄付金募集による長期にわたる自主
財源を獲得することで安定した経営を目指す。
その一方で，小・中・高校生へのスポーツの普
及促進活動といった社会貢献活動，経営管理大
学院のサポートによるスポーツ経営人材の育成，
本学研究室との産学連携事業を創出するなどの
活動を行う。12）
（4）スポーツ教育・研究の充実や小学校・
中学校・高等学校等への学生派遣
流通経済大学におけるスポーツ教育・研究の
充実については，前述の通り，スポーツ健康科
学部（スポーツ健康科学科，スポーツコミュニ
ケーション学科），大学院スポーツ健康科学研
究科を開設し，スポーツ教育・研究に取り組み，
地域社会への教育・研究成果の還元を積極的に
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行ってきた。2017年 2 月にはフランスのリヨン
第一大学とスポーツ分野の学術連携協定を，同
年 7 月には国際協力機構とスポーツ分野の青年
海外協力隊に関する連携覚書を締結し，スポー
ツを通じたグローバルな教育と研究の充実を
図っている。今後は，日本のスポーツマネジメ
ント教育では，実践的な学びに必要なスポーツ
現場とのネットワークが，大学教員個人の人的
ネットワークに依存してきたことが指摘されて
いる中で13），大学スポーツ振興において最重要
課題として位置づけられているスポーツマネジ
メント人材の育成に向けて，民間企業と連携す
るなどの新しい試みが必要である。
しかしスポーツの専門的な教育・研究を推進
する一方で，全学の体育授業科目の必修化を辞
め，学生全体に対してスポーツの重要性を説く
ことをしなくなった経緯がある。普段スポーツ
に触れる機会の少ない学生たちから，スポー
ツと接する機会を減少させたことは，「する」
「みる」「ささえる」好循環を実現するためには，
大きな課題であると考える。
「最終とりまとめ」では，「大学は体系的に体
育を学ぶ最後の機会とも言える。体育の授業を
通してスポーツと健康について学生に教授する
ことは，大学生活を健康で有意義に過ごすため
だけでなく，学生の運動習慣の定着や豊かな人
生の実現に資するものであり，健康長寿社会を
築く上でも重要である。」と大学体育の重要性
を挙げている。しかし，今回の検討会議では，
運動部の試合での観客や地域住民の施設利用な
ど，外部需要によるビジネス化に重きが置かれ，
学生アスリート同様に大学のスポーツ施設を利
用する権利を持つ，運動部以外の一般学生への
利用拡大について議論されることは僅かであっ
た。
小学校，中学校への学生派遣については，
2004年に「龍ケ崎市と流通経済大学の連携に関
する協定（龍・流協定）」を締結して以来，市
内小中学校へ学生を派遣して学習支援や生活支
援を行う「ボランティア学生小中学校派遣事
業」を実施している。スポーツ健康科学部が開
設されてからは，特に体育授業のサポートを中
心に派遣している。
龍ケ崎市スポーツ推進計画においても，流通
経済大学の学生のサポートによる体育授業を展
開するなど，流通経済大学の協力の下，児童生
徒の体力及び技能の向上，学校内外における児
童生徒の多様なスポーツ活動の充実を図ること
が期待されている。しかし，小学校の体育専科
教員の不足や教員の高齢化などの問題から，体
育指導の場面で先生方が学生に依存しすぎてい
る面があるようである。また，大学と小中学校
の授業時間のずれにより，学生が大学の授業を
欠席して小中学校の授業に参加しているケース
もある。14）教員との役割分担や大学の授業との
調整などを行い，ボランティア学生の負担軽減
を図る必要がある。また，学校の先生方が自ら
学ぶ機会として，流通経済大学の教員が先生方
の研修の手伝いをするなど，教員同士の連携を
図ることが望ましい。また，運動体力テストの
結果を科学的に分析して，体力向上のためのプ
ログラムを開発して提供するような取組につい
ても検討する必要があろう。
高校への学生派遣では，スポーツ健康科学部
が取り組む付属高校や茨城県内の高校との高大
連携事業において，模擬授業の補助として学生
が参加するなど，積極的に取り組んでいる。
（5）学生アスリートのデュアルキャリア支援
過去に大学野球の興行化やプロ野球の勧誘行
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為が過熱して，勝利至上主義や学業軽視の事態
から規定が厳しくなった学生野球では，プロと
アマは別物として断絶していた関係を改善する
ために，2010年に学生野球憲章を全面改訂し，
プロとの交流試合やプロによる技術指導が解禁
となった。その一方で，「学生として教育を受
ける権利が保障」（第 5 条）され，「野球部の活
動は，部員の教育を受ける権利を妨げてはな
らず」（第 8 条），「加盟校および指導者は，部
員に対して，定められた教育課程を履修する
事を保障」（第 9 条）することが義務付けられ
た。15）16）17）
「最終とりまとめ」では，「学生アスリートに
とって大学時代は競技力向上のキャリア面で重
要な時期であると同時に，将来社会で活躍する
うえで必要なスキルを身につけ，人間形成を図
るうえでも重要な時期と言える。そのため，大
学は学生が学業を修めスポーツでも活躍するた
めの修学上の配慮をすると同時に，将来に向け
たキャリア形成支援を行って社会に送り出すこ
とが重要である。」としている。
流通経済大学では，公式試合や代表遠征等で
授業を欠席したときには「事由のある欠席」と
して授業担当教員に一定の配慮を求めている。
しかし，運動部学生の学修支援について約 7 割
の大学がその必要性を感じている中で18），全学
的に学修を支援する制度はあるものの，運動
部や学生アスリート個々に対して支援すると
いう制度はない。また，競技成績面で優秀な学
生アスリートへの奨学金や表彰する制度はある
が，学業面で優秀な学生アスリートへの制度は
特になく，学業不振の学生アスリートに対して
も，指導や参加制限などを行っている大学が約
4 割，規程がない大学は 5 割という状況にあっ
て18），流通経済大学では特に規程を設けていな
い。
アメリカNCAAでは，GPAや単位数といっ
た選手の資格要件だけでなく，チームでも卒業
率や資格要件を満たさない選手の割合といった
参加資格要件があり，基準を満たさないとペナ
ルティが課されるという。19）また各大学におい
て，学生アスリートが大学在籍とスポーツ活動
を維持するための学業成績として，学期あたり
に必要な取得単位数や授業出席回数の基準を設
け，その要件を維持できない場合はスポーツ活
動を停止する指導をし，回数が重なると退学処
分とするなど，大学毎において規定を設けてい
る。20）
（6）スポーツボランティアの育成
先述したように流通経済大学は，キャンパス
所在地である龍ヶ崎市と包括的な協定を結び，
大学生が地域の様々な事業でボランティアとし
て活躍している。また，全学的にボランティア
活動に対する単位認定制度がある他に，スポー
ツ健康科学部では，必修科目である「スポー
ツリーダー実習」をはじめ，「スポーツボラン
ティア論・実習」「学校教育現場実習」など，
ボランティア活動に取り組む授業がカリキュラ
ムに積極的に組み込まれている。
「最終とりまとめ」では，「学生がスポーツボ
ランティアに取り組むことはリーダーシップの
涵養の観点からも重要と言える。2020年東京オ
リンピック・パラリンピック競技大会を大学に
おけるスポーツボランティア充実の好機として
捉え今後，大学におけるスポーツボランティア
への関心を高め活動機会を一層拡充する必要
がある。」「そして，2020年東京オリンピック・
パラリンピック競技大会時には，「支える」又
は「観る」者としての機会を得られるよう，大
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学生スポーツボランティアを競技会場や練習会
場に配置するための対応を検討する必要がある。
このような経験をした学生が，大会後のレガ
シーとして社会人としても生涯にわたって「支
える」スポーツに関心を持つようになること
が期待される。」とある中，流通経済大学では
「東京オリ・パラプロジェクト委員会」を2017
年に設置し，東京オリ・パラだけでなく，茨城
が開催県となる2019年の国体，さらにはラグ
ビーワールドカップ日本大会，2021年のワール
ドマスターズゲームズ関西などのイベントに対
して，全学的に取り組む準備を進めている。
（7）大学のスポーツ資源を活用した地域貢
献・地域活性化
総合型地域スポーツクラブは，多種目・多世
代・多志向の地域密着型のスポーツクラブであ
り，2016年 7 月の時点で，全国では1,407の市
区町村（1,741市区町村中）において3,586のク
ラブ（創設済み3,385及び創設準備201）が育成
されている。21）「最終とりまとめ」においても，
「大学スポーツによる地域貢献を推進するにあ
たっては，これらの組織との連携が有益であり，
既に大学を母体とした総合型地域スポーツクラ
ブも設置されている。総合型地域スポーツクラ
ブに加えて，地方自治体や体育協会，プロス
ポーツクラブ等の地域の関係団体との連携も重
要であり，こうした組織との連携体制の構築を
推進する必要がある。また，スポーツ資源を有
する各大学において，少なくとも当該大学の所
在する地方公共団体との連携協定を締結するこ
とができるよう環境を整備することも必要であ
り，こうしたことは大学による地方創生，社会
貢献という観点からも重要である。」と示され
ている。
大学を基盤とする総合型スポーツクラブは，
全国で17都道府県に29大学あるとされ22），流
通経済大学においても，「NPO法人クラブ・ド
ラゴンズ」が2002年に設立され，2017年 4 月
時点で全13種目，会員約300名が活動をしてい
る。23）龍ケ崎市との連携協定においても，活動
機会や参加する学生も年々増える傾向にある。
また，サッカー，ラグビー，柔道，陸上など，
国内および海外競技団体の代表チームなどの合
宿受け入れに多くの実績があり，龍ケ崎市の国
際スポーツ大会のキャンプ招致活動では，大学
スポーツ関係者がアドバイザーを務めている。
2017年12月時点で，キューバとオセアニア地域
の柔道チームと東京オリンピック・パラリン
ピックにおける事前キャンプに関する基本合意
書を締結し，タイ陸上チームとの締結が内定し
ている。24）
現在も，クラブ・ドラゴンズの会員や地域の
住民に対する運動教室，スポーツ振興団体と協
働で宿泊型のスポーツキャンプを企画するなど，
大学スポーツ施設を活用したプログラムに取り
組んでいるが，地域住民と国内外との交流人口
や宿泊・飲食等の消費による経済効果の拡大な
どの地域活性化には結びついているとは言い難
い。
「大学スポーツ施設の開放にあたっては，大
学が地域活性化の中核的拠点となるよう，学
生の利用状況，地域住民や民間企業のニーズを
十分に把握し，地方公共団体，企業・団体等
と連携して，開放の在り方を検討していくこと
が重要である。」と「最終とりまとめ」でも示
されているが，流通経済大学が地域再生・活
性化の核となるには，地域と社会のニーズを把
握し，多様なステークホルダーを巻き込んだ大
学スポーツを活用した地（知）の拠点（COC: 
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Center of Community）を目指して全学的に取
り組む必要があり，こうした点からも，スポー
ツマネジメント人材は，大学に限らず地域に
とっても欠かすことのできない存在であると考
える。
まとめ
流通経済大学の大学スポーツの更なる発展に
向けて，これまで論じてきた大学スポーツの振
興の考え方に対する具体的な取組を提案して，
本稿のまとめとする。
① 「龍ケ崎市第 2 次スポーツ推進計画」と連動
した大学スポーツ振興計画
2018年から施行される「龍ケ崎市第 2 次ス
ポーツ推進計画（案）」における目標達成状況
の評価や進行管理とは別に，流通経済大学とし
てのスポーツ振興に対する計画を策定し，その
目的に対する成果や地域に対する貢献度を客観
的に評価できる指標（KPI）を持ち，それらを
達成するための独自の戦略が必要である。
②大学スポーツ振興に取り組む全学的な組織体制
スポーツ分野を一体的に統括する部局を設置
し，大学の持つスポーツ資源をより有効に活用
して，大学スポーツの可能性を高める取組を
全学的に実施できる体制を築く。専門的な人
材（スポーツアドミニストレーター）を配置し，
各部局と連携して大学スポーツを活かした大学
経営へつなげる。
また，自治体や民間企業，スポーツクラブな
ど多様な分野からアドバイザーを任命して，大
学スポーツの事業開拓，ブランド力の向上，ガ
バナンスの向上等を目的とするアドバイザリー
ボードを設置し，アドバイザーの経験に基づい
た深い知見と幅広い見識を活かしたアドバイス
の提供を受け，それぞれの持つ発信力を活かし
た広報活動を行う。
③ スポーツサービスラーニングによって次世代
スポーツ人材を養成
スポーツ健康科学部の教育・研究プログラム
を通じてスポーツの社会的効用を理解する次世
代のリーダーやグローカルに活躍できる人材を
養成し，ボランティアやインターンシップなど
の活動によって社会にその成果を還元するサー
ビスラーニングに取り組む。
また，学生アスリートの学修支援，キャリア
形成支援を行い，キャプテン，マネージャーな
ど学生主体の会議やワークショップを設置し，
学生アスリートや運動部以外の学生の意見を反
映し，学生の自主性・主体性の涵養を図る。
④ 民間企業と連携して地域と大学スポーツの好
循環を生み出す
民間企業と連携し，スポーツ科学を活用して
「する」競技力（パフォーマンス）を向上させ，
試合観戦や応援グッズなどのマーケティング力
を高めて「みる」観客を増やし，大学のスポー
ツ資源を活用した交流によって「ささえる」コ
ミュニティ力を高め，「する」「みる」「ささえ
る」の好循環によって収益を生み出す構造を目
指す。
最後に，大学スポーツの持つ価値を理解する
には，「学業とスポーツ」，「学校体育と社会体
育」「教育とビジネス」，「普及と競技」，「アマ
とプロ」など，相反するテーマがどのように共
存することができるのかを多角的に検討するこ
とが重要である。「流通経済一般に関する研究
と教育を振興して，わが国経済の飛躍的発展を
図るとともに，深く人文科学を攻究し，教養ゆ
たかな，視野の広い指導的人材を育成して，国
54
民経済の健全化と福祉の増進を図る」（「学校法
人日通学園設立趣意書」より）ことを目的とし
て開学した流通経済大学において，大学スポー
ツの振興に取り組む意味は，その価値が国民に
とってより良い社会，地域，くらしへ繋がるこ
とにある。
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